
（1）

　１１月２１日、衆議院が解散され、第47回衆議院議員選挙は１２月２日公示、１４日投開票で実施されることに
なりました。
　今回の突然の解散は、「アベノミクス」の失敗と「政治とカネ」の問題を覆い隠すことを企図したもの
であり、大義なき解散です。急速な円安ドル高による輸入原材料の高騰、物価上昇は、地場産業や中小企
業など地域経済にダメージを与えるとともに、国民の生活をも圧迫しています。
連合山形は、１１月２５日、執行委員会において山形県１区から原田和広氏（民主・新）、２区から近藤洋介
氏（民主・現）、３区から吉田大成氏（民主・新）を推薦決定しました。私たちは、「安心して働き続けら
れる」社会をめざし、推薦する議員候補全員の当選に向け、全力で取り組もう！

　連合山形推薦候補予定者

「安心して働き続けられる」政治に！
推 薦 議 員 す べ て の 当 選 で、12.14 衆 院 選 に 勝 利 し よ う ！

1973年４月山形市生まれ。現在４１歳
山形第四中学校、山形東高、慶応大学総合政策学部卒業。ロンド
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福祉学科卒業。東北福祉大学通信制大学院総合福祉学研究科社会福
祉学専攻修了。
株式会社セラフィム　常務取締役。

1965年５月生まれ。現在４９歳
山形東高、慶応大学法学部法律学科卒業。
日本経済新聞社記者を経て、2003年衆議院選挙にて初当選。衆議院
議員４期。
産業副大臣、経済産業大臣政務官、衆議院経済産業委員会筆頭理事、
内閣委員会筆頭理事、民主党総括副幹事長、民主党政策調査会副会
長、民主党国会対策副委員長、党税制調査会副会長、山形県総支部
連合会会長

1969年１１月神奈川県川崎市生まれ。現在４５歳。

神奈川県菅高校、東洋大学文学部国文科卒業。

1994年4月～ 1999年3月まで、衆議院議員松沢しげふみ秘書。

1999年4月、神奈川県議会議員選挙にて初当選。神奈川県議会議員
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連合山形第27回年次大会を開催
─労働者保護ルール改悪阻止！政治活動の取り組み強化を！─

　１１月６日（木）連合山形第２７回年次大会が開催され、２０１５年度活動補強方
針、予算について承認され、また、退任された役員の補充選出が行われまし
た。
　大会で大泉会長は、賃金引上げや労働者保護ルール改悪阻止の取り組み、
組織拡大の取り組みについてなど重点課題についてふれ、２０１５年度を積極的
に運動を展開していくことを述べました。また、来春の統一自治体選挙を勝
利させるために、政治活動を強化し

ていこうと訴えました。
　来賓として、連合本部から高橋副事務局長、吉村山形県知事、市川山形市
長、加藤民主党山形県連幹事長代理、吉泉社会民主党山形県連幹事長代理、
武田山形県労働者福祉協議会副理事長が祝辞を述べられました。
　大会の最後に、「２０１５春闘勝利、労働者保護ルール改悪阻止、第１８回統一
自治体選挙での連合山形推薦議員の全員勝利」を誓い「ガンバロー三唱」で
大会は終了しました。 大会議長の鈴木代議員（自治労）左と

齋藤代議員（電力総連）

《代議員からの質問・意見》
県教組　庄司代議員

◇�民間労組の春闘の取り組みが、最低賃金の引き上げ額につながり、非正規労働者賃金への後押
しとなっている。公務員賃金も、官民共に連合山形に結集し頑張っていかなければならない。
◇�非常勤の教員や教育補助員、介助員の賃金を含めた待遇改善の施策を続けてほしい。連合の
働きかけで、厚労省より、日本年金機構や公務で働く非正規労働者の任用満期後、１日から
数日開けて雇用時の健康保険や年金を継続して加入できる通達が出された事に感謝する。

◇�中教審が文科省に対し、道徳の教科化を指示した。教科となると生徒の評価をしなければならなくなるが、これは
馴染まない事であり、反対を訴えて行きたい。
◇�ホワイトカラー・イグゼンプションの導入について、情勢はどうか。教職員は、月50時間～ 100時間時間外労働し
ても残業代がつかない現状であり、それが当たり前となっている。改善の取り組みを行っていく。

高教組　小野代議員
◇�県予算に向けた連合山形の要請の教育予算の拡充についての内容に対して感謝する。高校授
業料の所得制限が今年度から始まり、修学支援金制度となり、この政策については見直しも
含めた取り組みも必要であり理解と支援をお願いしたい。　
◇�少人数学級が小中学校で「３３プラン」として実施されているが、高校でも必要であると考え
ているので後押しをお願いしたい。教育の現場では人手が足りず困っている点についても後

　押しをお願いしたい。また、本年度実施の「教育を考えるフォーラム」への参加の協力を願いたい。
◇�労働教育支援事業の取り組みに対して感謝し、高教組としは、授業の一貫等となるよう取り組みを行っていく。是
非今後とも継続をお願いする。また、教育基金協会の「ふるさと奨学ローン」についても理解が進んでおり、取り
組みに対し感謝する。
◇�高校生、障がい児学校の卒業生の就職については本年は非常に良い結果にあり、高校・大学性の県内就職希望者の
雇用先、就職先の確保・創出は、県にとっても、連合にとっても大きな課題であり取り組みを強めて欲しい。また、
特別支援学校の卒業生の就労先の確保や、就労後のフォローアップについて取り組んで頂いていることに感謝する。
◇�2017年「南東北インターハイ」が３県（山形、宮城、福島）で開催され、山形県が幹事県となり、総合開会式と９
競技が行われる。幹事県として様々な準備・運営を行う際、ご協力を頂きたい。

《新 任 役 員》
副事務局長　　小　川　修　平（連合山形）
執行委員　　原　田　　　薫（国公総連）
執行委員　　加　藤　星　美（女性委員会・ＵＡゼンセン）
執行委員　　佐々木　久美子（女性委員会・自治労）
執行委員　　本　間　光　祐（青年委員会・自治労）

《退 任 役 員》
執行委員　　管　　　洋　一（国公総連）
執行委員　　渡　部　勢津子（女性委員会・自治労）
執行委員　　阿　部　香代子（女性委員会・電機連合）
執行委員　　三　瀧　知　一（青年委員会・自治労）
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自治労　五十嵐代議員
◇�県内地域医療に関する課題として、県が進めている西村山、北村山の医療提供体制将来ビ
ジョン機能に注視をしている。寒河江市立病院、県立河北病院、北村山公立病院の今後のあ
り方に関わるもので、地域住民を巻き込み「シンポジュウム」の開催を考えており、連合山
形にも協力をお願いする。
◇消費税増税は社会保障を充実させる目的だったはずが、実際社会保障に充てられた財源は

増収分の１割程度に留まっている。診療報酬は1.23%のマイナスで公立病院の経営は厳しい状況に有る。来年度は
介護報酬の改定が有り、6%もの減額が議論されており医療と介護の崩壊が危惧される。連合としても人材確保と
サービスが維持できるような診療報酬・介護報酬を求めるよう要請する。
◇�自治体の臨時。非常勤職員が増えており、県内では正職員と同数の臨時、非常勤職員を配置している自治体も出て
いる状況にある。処遇は非常に劣悪な状況であり、特に、保育所調理職や図書館等、本来専門的な知識があり安定
した身分の職務の方が従事するのが望ましい。総務省より、臨時、非常勤職員の処遇改善の通達が出されているが、
それが履行されなければ、処遇は改善されないので、自治体に対して履行を強く求めて行く必要があり、こうした
取り組みを強化して組織化をしていく必要がある。

自治労　枝松代議員
◇�消費税について、過日のテレビ報道で古賀連合会長が「３党合意に基づいてしっかりやるべ
き」と話されていたが、あれを見ると国民は、連合は消費税について肯定的だと映るのでは
ないのか。また、本大会の議案書に、消費税については一言も触れられていない。是非方針
の中に入れて欲しかった。連合の中でも産別により賛否両論があると思うが、この場でどの
ように対処していくのかお聞きしたい。

山形県の最低賃金が変わりました！

連合　古賀会長と青年・女性のニューリーダーが意見交換

　山形県の最低賃金を決める山形地方最低賃金審議会は、８月２０日、今年度の山形県の最低賃金を一時間あたり６８０
円とし、昨年度より１５円引き上げることを決定しました。新しい最低賃金は２０１４年１０月１７日より改訂され、これより
低い賃金は法律違反となります。
　審議会では、労働者側が、最低賃金で働く人の現状や、山形県の実質賃金の水準が高い状況から現在の水準より上
でなければならないなどと主張し、中小零細企業への支援対策についての付帯事項を付加することで、使用者側も合
意し全会一致で１５円引き上げとなりました。
　2008年7月1日より、新しい最低賃金法が施行され、地域別最低賃金は生活保護の水準を上回ることが明確となり
ました。また、派遣労働者には、派遣先の最低賃金が適用されることになることや、最低賃金未満の賃金を支払った
使用者に対する罰則が厳しくなるなど、改正されています。
　「最低賃金以下の賃金で働いている」「通勤手当や精勤手当を含めて最低賃金以上だから問題ないと言われてい
る」などと、最賃に関する労働相談が後を絶ちません。家族の方の時間給もチェックしましょう。

山形県の最低賃金

1時間　６８０円（＋１５円）
発効日　２０１４年１０月１７日

申出産業・業種 改正金額
一般産業用機械・装置、真空装置・真空機器製造業 ７６８円（＋１４円）
自動車・同付属品製造業 ７６９円（＋１３円）
電気機械器具、情報通信機械器具、電子部品、デバイス製造業 ７５３円（＋１３円）
自動車整備業 ７７２円（＋１４円）

 特定（産別）最賃については、以下のとおりとなっています。発効日は、
２０１４年１２月２５日です。

 ８月２３日（土）、「連合古賀会長とニューリーダーとの直接対話（Ｋ
ＮＴ４７）in 山形」が、大手門パルズを会場に開催され、連合山形か
ら青年委員会８名、女性委員会８名の１６名のニューリーダーが出席し、
「若年層の活動の活性化について」「連合に期待すること、連合ブラン
ドをいかに確立するか」について古賀会長との対話を行いました。古賀
会長からは、「組合員同士がもっと対話を重ね、何かをつくろうとチャ
レンジし、成功体験を一つでも多く重ねる事が大切。今回出た意見は連
合として今後の運動方針をつくる際の参考としたい」と述べられました。
　連合は、２０１４年の活動方針で提起した「新たな対話活動」の取り組み
の一環として、古賀会長自らが全国各地に出向き、次世代を担う若い世
代の組合員と直接対話することにより労働運動・連合運動の継承、地域

の若手組合員が抱える課題や労働運動に対する思いを聞き、今後の連合の活動に生かすことを目的にＫＮＴ４７（koga 
new leader talk）を展開しています。
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　労働組合運動の今後の方向について理解を深め、また、組合活動の実
践に役立つ知識を得ることによって、連合、組合活動強化に結びつける。
各構成組織間の情報の交換や交流により、幅広い視野を持ち、企画実践
に向けた力を養った人材を育成する目的で、連合山形と（一社）山形県
経済社会研究所（連合山形総合生活研究所）の共催により、２０１４「活動
家養成講座」を開催しました。
　また、８月２８日には、労働者教育の一環として行っている「活動家要
請講座」の受講者以外の方々にも参加を呼びかけ、「公開講座」として、
山形大学人文学部教授立松潔氏による「アベノミクス・デフレ克服策と
その限界」と題した講演を開催しました。

　今年度で３年目となる、２０１４年度「山形大学寄附講座」が１０月９日よ
り開講されました。この寄附講座は、学生が労働現場の現状と働くうえ
での課題を具体的に理解し、その課題解決に向けて考える姿勢を培うた
め、連合山形と山形大学との連携により、「労働と生活」として開設す
るもので、第２回講座より、第１３回講座まで、連合山形・労働福祉団体、
ＪＡ山形中央会より講師を派遣し講義を行います。
　各講師の講義内容は、連合山形ホームページ「連合山形寄附講座」に
掲載されます。

2014年度　「山大寄付講座」が開始

「労働組合の今日的役割」をテーマに講義す
る大泉会長

２０１４年度　「活動家養成講座」を開催

山形大学　連合山形寄附講座・講義のプログラム
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「県予算編成に向けた政策制度要請書」を吉村知事に提出

燃料価格高騰対策を県に要請

「第６次組織拡大３ヵ年計画」を確認
� ――第２回組織拡大委員会

　１０月６日、２０１５年度山形県予算編成に向けた連合山形要請を行
い、吉村県知事と雇用創出についてや人口減少対策などについて
意見交換を行いました。
　要請内容は、連合山形政策制度確立委員会によって雇用労働や
産業などの６分野から４３項目にまとめられ、県より文書での回答
をいただく予定です。
　また、この中の１４項目については、「県所管部門との意見交換
会」を開催し、県としての取り組みについて確認します。

【山形県出席者】�吉村県知事、大澤商工労働観光部長、石川子育て推進部次長、佐々木企画調整課長、
小関雇用対策課課長

【連合山形出席者】�大泉会長、細谷副会長、熊澤副会長、小口副会長、齋藤副会長、千場副会長、設樂副会
長、森事務局長、舘内副事務局長、柏木組織広報部長、高橋総務部長

　連合山形と山形県経営者協会（黒澤洋介会長）は、１０月７日、吉村県知事に対し、「燃料価格高騰対策を
求める緊急要請」を行いました。緊急要請を行ったのは、重油・軽油・ガソリン・灯油などの燃料価格が高
騰・高止まりし、燃料費の高騰を価格に適正に反映できない中小・零細業者は極めて厳しい経営を強いられ
ていることや、移動手段を自家用車に頼らざるを得ない地域事情の中で県民負担が重くなっていること、ま
た、灯油の需要期である冬に向けて県民の暮らしに経済的負担が重くのしかかってくることなどの理由によ
るものです。
 このような現状の改善に向けて、政府に対して、実効ある対
策の速やかな実施を要請すること、山形県として可能な対策を
講じることを要請しました。
 これに対し、吉村知事は「消費税増税、燃料高、円安と地方
にとってはトリプルパンチの状況だ。政府にしっかりと働きか
け、県としても何ができるか考えていく」と答え、早速9日に、
国土交通省、経済産業省、農林水産省を訪れ、緊急要望を行い
ました。

　１０月１４日、大手門パルズにおいて、２０１４年度「第２回組織拡大委員会」
が開催され、２０１５年度連合山形組織拡大の具体的取り組み方針について協
議しました。
　初めに、連合本部組織拡大・組織対策局の宇田川局長から、１０００万連合
実現プランの「三位一体の４つの取り組み事例」について組織化の具体的
事例と組織化の現状が説明されました。その後、連合山形の組織拡大の取
り組みについて、「第５次組織拡大３ヵ年計画」の総括と「第６次組織拡
大３ヵ年計画」（案）、２０１５年度連合山形組織拡大の具体的取り組み方針に
ついて提案がなされ、協議を行いました。また、連合山形各地協によるオ

ルグ対象企業の訪問状況、各構成産別における組織拡大の取り組み状況について報告を受け、具体的な進捗状況やオ
ルグ情報の共有化を行いました。

要請書を吉村知事に手渡す大泉連合山形
会長と黒沢県経営者協会会長

1000万連合方針を語る宇田川局長
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　１０月１４日「山交ビル前」において、連合が全国４７都道府県で実施している「労働者保護法ルール改悪阻止・全国横
断アピールリレー」を行いました。
　この日は秋田県内でのアピール行動を行ってきた連合秋田東海林会長より連合山形大泉会長に「労働者保護法改悪
阻止」のタスキが渡され、山形につなぎました。大泉会長は、「今、臨時国会で、政府が新たな労働時間制度の創設
や労働者派遣法の見直しなど、私たち働く者の不利益となるような法案をいくつも提出しようとしている。連合はこ
うした動きを断固阻止するため、協力政党と連携を取り、また働く皆さんの怒りの声を大にして、これらを絶対に阻
止しなければならない。」と訴えました。
また、民主党山形県連の石黒県議と社民党山形県連広谷県議が弁士に立ち、連合山形の協力政党も労働者保護法ルー
ル改悪阻止に向け全力で取り組むことを訴えました。
　また、１４日～ １７日間は、各地域協議会において、街頭での労働者保護法ルール改悪阻止を市民に訴えました。
山形県内をアピール行動し、１０月１７日宮城県仙台市「青葉区一番町」において、連合山形大泉会長より、連合宮城山
崎会長にタスキがリレーされ、大泉・山崎両会長が、仙台市民に労働者保護法ルール改悪阻止を訴えました。

　東京に本社がある（株）DIOジャパンが全国に展開するコールセン
ターが、賃金未払い、解雇、雇止め、事業所撤退や事業停止してい
る問題で、本県鶴岡市に２０１３年３月に誘致され事業を行っていた
（株）DIOジャパンの子会社、（株）鶴岡コールセンターも７月３１日付
で事業所閉鎖をしました。（株）DIOジャパンは、国の緊急雇用創出
基金事業を活用して、国の補助金と密接にかかわりながら東日本大
震災の被災地をはじめとして業務を拡大してきました。
　８月８日、７月末付で解雇通知された従業員が、連合山形鶴岡田
川地域協議会に相談に訪れたことから、連合山形としても対応する

こととなり、元従業員２４名が「れんごう山形ユニオン」に加盟し、未払い賃金の支払いや補償について交渉すること
として会社に団体交渉を申し入れました。連合山形は、８月２２日、山形労働局に「鶴岡コールセンター元従業員救済
に関する要請」として、下記について要請し、速やかな救済を求めました。

１．�「未払賃金立替払制度」の適用を認め、（株）鶴岡コールセンター元従業員への立替払いの手続きを速やかに行う
こと。
２．�元従業員の失業給付について、会社の手続きの遅れで賃金日額が確定せず、雇用保険の手続きが滞っているが、
会社に早期に確定させるか、山形労働局が賃金日額を仮に定めるなどして、失業給付の支給を速やかに行うこと。
３．解雇された元従業員への再就職に向けた支援を鶴岡市と連携し早期に行うこと。

労働者保護ルール改悪阻止！全国縦断アピールリレー

鶴岡コールセンター元従業員の救済を求める山形労働局要請

東海林連合秋田会長（左から２人目）から
タスキが渡され協力議員と握手　　　　　

大泉連合山形会長から山崎連合宮城会長へ
タスキリレー　　　　　　　　　　　　　

山形労働局に要請書を渡す大泉会長
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　連合山形青年委員会
は、10月30日、大手門パ
ルズで第25回定期総会
を開催し、一年間の運
動の総括と、2015年度
活動方針を決定しまし
た。新委員長に加藤理

さん（ＵＡゼンセン）を選出し、青年労働者の声を結集し、
生活・職場環境の改善を図り、幸せが実感できる社会を
確立していく取り組みを進めていくことを確認しました。

　連合山形女性委員会
は、10月30日、大手門
パルズで第26回定期総
会を開催し、一年間運
動してきたことの総括
と、2015年度活動方針
を決定しました。新委

員長に大沼香絵さん（ＪＡＭ）が就き、新役員体制を確
立。総会の最後に、性差別を女性の就業継続を阻害する
ものとして、その払拭に取り組むことや、ワーク・ライ
フ・バランスの取り組みを一層促進することなどについ
て宣言をしました。

《２０１５年度役員体制》
役 職 名 氏　　　名 構成組織名 区分
委 員 長 加 藤 　 理 UAゼンセン 新任
副 委 員 長 大 内 和 之 Ｊ Ｒ 総 連 再任
副 委 員 長 佐 藤 隆 文 交 通 労 連 新任
副 委 員 長 本 間 光 祐 自 治 労 新任
事 務 局 長 玉 城 寛 之 県 教 組 新任
事務局次長 渡 邉 勇 樹 電 力 総 連 再任
幹 事 谷 口 拓 平 全 労 金 再任
幹 事 結 城 寿 哉 Ｊ Ａ Ｍ 再任
幹 事 齋 藤 利 範 情 報 労 連 新任
幹 事 押 井 大 樹 Ｊ Ｐ 労 組 新任
幹 事 佐 藤 正 弘 電 機 連 合 新任
幹 事 金 田 直 幸 森 林 労 連 新任
幹 事 海 谷 亮 太 運 輸 労 連 新任

《２０１５年度役員体制》
役 職 名 氏　　　名 構成組織名 区分
委 員 長 大 沼 香 絵 Ｊ Ａ Ｍ 新任
副 委 員 長 木　口　久仁子 Ｊ Ｐ 労 組 再任
副 委 員 長 佐々木　久美子 自 治 労 新任
副 委 員 長 加 藤 星 美 ＵＡゼンセン 新任
副 委 員 長 秋　葉　奈緒子 交 通 労 連 新任
事 務 局 長 大 竹 恵 里 高 教 組 再任
事務局次長 矢 口 知 子 電 力 総 連 新任
事務局次長 小 松 諒 子 電 機 連 合 新任
事務局次長 志 鎌 千 春 情 報 労 連 新任
事務局次長 小 松 寮 子 県 教 組 再任

青年委員会第25回定期総会

山 形 県 高 退 連 第 22 回 定 期 総 会

女性委員会第26回定期総会

　10月29日、大手門パルズにおいて、山形県高齢・退職者連合「第２２回総会」
が開催され、2014年度活動報告、2015年度活動計画を確認し、「生き生きと安
心して暮らせる社会にしよう! 安心・信頼の社会保障を確立しよう!」 をス
ローガンに、安倍内閣の暴走にストップをかけ、憲法９条、９６条を堅守するこ
とや、組織を拡大・強化し、地域に根差した退職者運動を展開することなどを
確認しました。

《２０１５年度役員体制》
役 職 名 氏　　　　名 所　　　属 役 職 名 氏　　　　名 所　　　属
会 　 長 伊 藤 　 寛 山 退 教 協 幹 事 上 野 　 力 ゼンセンＯＢ会
副 会 長 菅 野 節 子 出 羽 路 会 幹 事 長 谷 川 　 　 　 守 鉄 道 退
副 会 長 江 口 一 男 Ｊ Ｐ 労 組 退 幹 事 小 山 宗 利 山形交通ＯＢ会
副 会 長 小 野 寺 　 孝 　 二 県 職 員 退 幹 事 細 谷 正 實 第 一 貨 物 退
事 務 局 長 樋 口 浩 基 自 治 労 退 幹 事 髙 橋 宗 一 全 日 通 退
事務局次長 岩 本 勝 利 東北電力ＯＢ会 幹 事 山 川 長 生 ろうきん退山形
事務局次長 柏 木 　 実 連 合 山 形 幹 事 志 鎌 一 夫 ＪＲ総連ＯＢ会
幹 事 斎 藤 裕 治 Ｎ Ｔ Ｔ 退 幹 事 石 山 　 豊 最上地区高退連
幹 事 斎 藤 壮 一 庄内交通交寿会 幹 事 渡 部 啓 一 酒田飽海地区高退連
幹 事 太 田 良 一 山 退 教 協 幹 事 伊 藤 　 諭 西村山地区高退連
幹 事 梅 津 一 春 山 高 退 教 幹 事 菊 地 英 士 北村山地区高退連
幹 事 三 浦 　 武 秋田山形林退会 幹 事 小 泉 信 三 田川地区高退連
幹 事 槙 　 正 義 農 水 省 退 監 事 秋 葉 聖 史 県 職 員 退
幹 事 佐 藤 昭 宏 上山市職労退 監 事 森 谷 昭 江 出 羽 路 会
幹 事 鈴 木 文 夫 山形市職労退
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